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１．はじめに
川島が著書の中で，日本人には伝統的に権利の観念が
欠けていると指摘したのは，1967 年のことである（川
島　1967:15-7）．しかし，現代社会において意識的にも
無意識的にも，あらゆる「権利」が保障され，あるいは
侵害の状態にあるという現象はいたるところに存在して
いる．法律の世界では権利を「法律によって保護された
利益」と規定しており，裁判規範を言語的に説明するも
のとして認識されている（川島　1967:19）．ただし，法
律専門職以外の一般市民が日常生活において裁判規範と
しての権利を意識する場面がいったいどの程度あるのだ
ろうか．確かに法律問題について身近に相談できる法テ
ラスなどの機関が整備されてきている 1）としても、弁護
士などの法律専門職は日常生活の中で頻繁に関わる社会
資源ではない 2）．一方で裁判上の争訟ではなくとも権利
について考えなければならない機会は存在する．例えば
高木によれば「権利は法律上に実体化されていなくとも，
道徳的に認められる」ことがあり，「法的権利の規範的
指針を与えるもの」を「道徳的権利」としている（高木　
2017:16-4）．したがってこの「道徳的権利」は法律とし
て規定される以前の権利を含むものと解釈が可能であ
る．
本稿では「道徳的権利」を，社会福祉の視点から権利
を捉える概念として用いる．権利について社会福祉はど
のように認識し，また形作ってきたのか，あるいは形作
ろうとしているのか，特に社会福祉基礎構造改革前後（以
下，社会福祉基礎構造改革期）に焦点を当て検証する．
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その上で，社会福祉が捉える権利の固有性について考察
する． 
なぜ社会福祉の視座から権利を見るのか．それは
1980 年代から 2000 年代初頭にかけて行われた社会福祉
基礎構造改革（古川　2007:194-97）を起点としてわが国
では権利を擁護するという使命が社会福祉にあることが
再確認されたからである．例えば介護保険サービスに対
する苦情解決の仕組みや第三者評価制度，民法改正によ
る成年後見制度などが権利を擁護する具体的な手立てと
して創設された．またソーシャルワーク実践ではわが国
においても権利を擁護することが求められている 3）．社
会福祉が俎上にあげる問題には，侵害された権利，ある
いは侵害される恐れのある権利が少なくない．しかもそ
れは裁判で争うことのできる権利ばかりではない．そう
であるなら，社会福祉における権利とは何か，という根
源的な問いに向き合うことは避けられないと考える．
本稿ではこの問いに答えることを中心命題としなが
ら，その権利には独自の固有性があることを仮説として
論を展開する．方法としてまず先行研究から社会福祉基
礎構造改革以前に権利がどのように認識されていたのか
を概観する．その際歴史的にエポックメイキングとなっ
た朝日訴訟，青い芝の会の障害者運動についての先行研
究を参照する．さらに社会福祉基礎構造改革期において，
権利がどのように語られてきたのかを明らかにする．具
体的には社会福祉法など社会福祉の基本的枠組みを定め
た法律や介護保険法など支援内容を定めた法律を参考に
権利への考察を試みる． 
２．わが国における権利概念の歴史
　
1）戦後労働運動に見る権利
第二次大戦後に公布された日本国憲法の「第 3 章　国
民の権利及び義務」によって人権保障が定められており，
ここに権利の根拠があるのは周知の事実である．ちなみ
に権利と人権の関係性を考える際，「人権」は「全ての
人間が人間であるというだけで保障されるべき権利」と
定義を示し，そのうえで憲法学の観点から日本国憲法上
の権利と人権は異なる概念である（木村　2017:3-4）と
した木村の説明を参考にした． 
それではわが国で権利はどのように認識されてきたの
であろうか．この点について第二次大戦後の労働運動の
中に加熱した議論が確認できる．労働組合による組織的
な労働運動は戦後まもなく開始されることになる．運動
の後ろ盾となったのは日本国憲法第 28 条に規定された
労働者の権利 4）であった．なお，憲法上この労働者の権
利は労働者固有の権利であり，人間というだけで保障さ
れる「人権」とは区別される．また憲法上の権利規定は
あくまで国民を対象としており外国人などには原則当て
はまらない（木村　2017:4）．日本の労働運動について
過去から現在まで幅広く論じた木下武男は戦後日本の労
働運動を第 1 期から第 5 期までに区切って特徴を示し，
どの時期においても一貫して共通するのは労働運動の後
退であるとした．その原因を日本の労働組合が職種や職
業を基礎とした組織ではなく，個別的な企業別組織であ
るという特殊性に見出している（木下　2007:250-51）．
同じ職種，職業であればどの企業に就いても一定の賃金，
待遇が保障されるべきであると要求するならば，個別企
業単位の組合ではなく，産業ごとの組合を広く組織しな
ければならない．それがわが国では発展しなかったとい
う指摘である．労働運動が獲得しようとしたのは労働者
が団結して争議，交渉する権利であり，それは労働者の
雇用と賃金を守る戦いでもあった．当然ながら賃金は労
働者の生活に直結するものであるから，労働運動は労働
基本権と労働者の生存権をかけた戦いでもあったと言え
る．実際，朝日訴訟から生存権を再考した田中千香子は，
生存権は「勤労権（第 27 条）や労働基本権（第 28 条）
などの他の社会権を生起せしめる母体」であり，「人権
を掲げた近代国家における極めて重要な権利」と位置づ
けている（田中　2008:189）．そしてどの時代の労働運
動も労働者側の敗北の色合いが強いとはいえ，生存権は
保障されるべき権利であるという意識が前提となってい
る．その生存権を勝ち取ろうとする運動に，わが国の権
利意識向上の萌芽を見ることができる．
2）朝日訴訟と生存権
労働運動では労働者の権利が主眼となったが，その根
底には社会権の母体となる生存権の保障があった．生存
権は社会福祉の分野ではしばしば実践の根拠となってき
た．生存権の保障を巡って多大な影響を及ぼし，現在で
も語り継がれる歴史的な出来事については朝日訴訟が挙
げられる．憲法第 25 条は国家が国民に「健康で文化的
な最低限度の生活」を保障する，いわゆる生存権を定め
た条文であり，それが実現できていない場合は実現のた
めの措置を講ずるよう国家に請求できる権利でもある．
この生存権は憲法上で「請求権」とされており，社会権
とも呼ばれる（木村　2017:21‒3）．朝日訴訟はまさにこ
の請求権を行使して争った事件である．朝日訴訟を巡っ
て国民の権利意識を向上させたとの評価が広く普及して
いるため，取り上げて論じてみたい．
朝日訴訟は岡山県にある国立岡山療養所に入院してい
た結核患者の朝日茂が，実兄の仕送り（1,500 円）のた
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め生活保護の生活扶助費 600 円を打ち切られたことを契
機に，1957 年の提訴から 1967 年まで生存権保障につい
て国と争った事件である．
原告の朝日氏は，自らに対する保護内容は憲法第 25 条
の生存権保障を満たし得ていないため，生存権の侵害に
あたるとして裁決の取り消しを求めた．第 1 審の東京地
裁判決（1960 年）では朝日氏の主張を概ね認めて勝訴と
なった．この判決の意義を長宏は以下の 3 点にまとめて
いる．すなわち①憲法第 25 条が定めた生存権規定は国
民の最低生活を具体的に保障する義務を定めたものであ
る点，②健康で文化的な生活とは，生命を維持するに足
る程度ではなく，人間の生活に値する程度という点，③
最低限度の水準はその時の国家財政に左右されるべきで
はなく予算を指導，支配しなければならないという点（長　
2010:127-30）である．この東京地裁判決は朝日氏への保
護内容変更が憲法第 25 条に違反すると断じた点で画期
的であった．またその後の生存権の法的性格を論じる上
でも学説的に広く支持されている（田中　2008:191-94）．
しかし，国側は第１審判決後に控訴に踏み切り朝日氏
側は逆転敗訴となる．さらに最高裁へ上告するも判決を待
たずに朝日氏の病死によって控訴審判決が結審となり，朝
日氏側の敗訴が決定してしまう．判決の際に採用された
のが，憲法第 25 条は国民の健康で文化的な最低限度の
生活保障について宣言したにとどまり，個別具体的に定
めたものではないとする伝統的なプログラム規定説であっ
た．なお，プログラム規定説に従えば憲法第 25 条は個別
具体的な請求権を認めたものではないから，裁判上争え
ないことになる．ただし，朝日訴訟の第１審判決への支
持が決して少なくなかったことが影響して，現在はこの
プログラム規定説に否定的な学説が有力である（木村　
2017  田中　2008）．
朝日訴訟は原告側の敗訴に終わったものの，その後の
わが国の生活保護行政に与えた影響は決して小さくはな
かった．実際，生活扶助基準は引き上げられ，その基準
に連動していた他の最低基準をも引き上げた 5）．また，
原告の敗訴となった控訴審判決によって，生存権を国民
一人一人に合わせた個別具体的にみる視点と，国によっ
て制定された制度の基準に一律国民を当てはめる視点と
の対立が浮き彫りになった．これは岡村重夫によって明
らかにされた「社会関係の二重構造」として説明ができ
る．この制度側から見た社会と個人の関係を，岡村は社
会関係の制度的（客体的）側面と呼び，個人の側から見
た関係を主体的側面と呼んだ（岡村　1983:84-92）．朝
日訴訟では国側の証言については一律生活保護基準に当
てはめようとする制度的側面を見ることができ，原告の
朝日氏側の証言については個人の生活に即した主体的側
面と捉えられる（松本　2014:65-7）． 
朝日訴訟においても生存権が争点となり，朝日氏側の
敗訴という結果になったものの，国民の権利意識を向上
させたのは確かである（田中　2008:196）．また，社会
関係の制度的側面と主体的側面の対決が明らかにされ，
主体的側面に立つことが社会福祉の実践として解明され
た．朝日訴訟は生存権を国民の権利として認識させ，の
ちの社会保障の充実を前進させた．そして何より国家に
対しても権利を勝ち取る闘争が必要かつ有効であること
を国民に示した（松倉・三戸　2017:27）．
3）「青い芝の会」の運動に見られる権利
1960 年代は日米安保，公害，女性差別などに対する社
会運動が高まりを見せた時代である．その中でも実質的に
政策にも影響をあたえ，国民の権利意識を高めたのは重度
障害者の施策拡大を求めた運動である（廣野　2009 :105）．
日本脳性マヒ者協会「青い芝の会」は 1957 年に結成
された．会は 1970 年代に入ると，告発型の要求運動を
主として運動を活発化させる．会は一貫して脳性マヒ者
の生存権保障を訴える活動を展開したが，その相手は国
だけではなく一般国民へも向けられた．特に国民的議論
にまで発展したのは 1970 年の横浜で起きた障害児殺害
事件についての会の告発である．当時 2 歳の脳性マヒ女
児を母親が絞め殺した事件において，母親に対する減刑
嘆願運動が起こり，世論も母親に同情的な態度を見せる
ようになった．この一連の動きを青い芝の会は徹底的に
批判した．脳性マヒの女児が障害を抱えて生きていく不
憫を考えれば，母親によって殺されるのは「愛情」であ
るとする世論の風潮を，「障害者殺しの思想」と断じた（山
﨑　2017:20）．さらに 1970 年 10 月に神奈川県連合会の
会報に掲載された行動要項は，青い芝の会の行動指針と
なった 6）．青い芝の会の告発型運動をロールズとセンの
正義論から分析した野崎泰伸は，健常者側が用いる「正
義」は，その名の下に「障害者の存在が消されてしまう
という構造」を「自己正当化」していると指摘する（野
崎　2006:126）．その後も会は川崎市バスの車椅子乗車
拒否への抗議としてのバスジャックなど過激な運動を続
けている．一連の運動について紙幅の関係上詳細に記述
はしないが，過激とも言える運動を実行しなければ，健
常者に巣食う無自覚な優生思想に対抗することができな
かったと考えられる．
日本の障害当事者運動の先駆けとも言える青い芝の会
の運動を権利の面から見ると，やはりそこには朝日訴訟
でも争われた生存権を確認することができる．ただ，青
い芝の会の運動は，障害者が地域で当たり前に生活する
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権利，いわゆるノーマライゼーションの思想が通底して
いる．権利が侵害されている人（脳性マヒ者）という対
象の限定性があり，社会保障が範囲に入れる一般的なサ
ービスだけではカバーできない特別なサービスを要す
る．岡村は社会福祉の拡大時期には全国民を対象とする
一般的サービスと，それだけでは要求を満たし得ない特
殊的なサービスが統合されることを明らかにした（岡村　
1963:49）．その意味で青い芝の会が運動で求めた要求は
生存権保障に加え，サービスの統合化による社会福祉の
拡大であったということができる．
3．社会福祉基礎構造改革期の権利
1）社会福祉関係八法改正と社会福祉法の検証
社会福祉基礎構造改革という言葉は 1997 年の社会福
祉事業等の在り方に関する検討会の報告「社会福祉の基
礎構造改革について」にて登場した．一般的に社会福祉
基礎構造改革はこの報告が公表された時期から，2000
年の社会福祉法改正，介護保険法の施行時期を指すこと
が多い．ただし，その起点は 1981 年の第二次臨時行政
調査会の「緊急答申」に見いだすことができる（古川　
2007:195）．経済の高度成長から低成長への移行と膨ら
む社会保障費を背景として，社会福祉政策の抜本的な変
革が進められた．このような流れの中で 1990 年に老人
福祉法等の一部を改正する法律が制定された．これは社
会福祉に関係する法律が同時に八法改正されたことか
ら，福祉関係八法改正と称されている．改正に共通する
方向性は都道府県から市町村への権限委譲，福祉計画策
定を都道府県，市町村に義務付けたこと，福祉サービス
に民間部門の参入を認めたこと，社会福祉士などの専門
職の導入，住民参加，住民主体の地域づくりなどである．
2000 年には社会福祉の基本的枠組みを定めた社会福
祉法が改正された 7）．改正の内容には「利用者の立場に
立った社会福祉制度の構築」が盛り込まれており，具体
的には地域福祉権利擁護事業や，サービス利用者の苦情
解決の仕組みが規定された．これらは旧法である社会福
祉事業法と比較すると，利用者の立場に立った社会福祉
サービスの推進として見ることができる．また，社会福
祉基礎構造改革の中心的理念である社会福祉サービスの
利用者と提供者の対等な関係構築が重視されている．
事業の名に「権利」が使用されている地域福祉権利擁
護事業は，現在，日常生活自立支援事業と名を変え，第
2 種社会福祉事業として主に全国の都道府県社会福祉協
議会が運営している．認知症，知的障害，精神障害など
の病気や障害のため，日常的な金銭管理が難しくなった
人の通帳などを預かったり，福祉サービスを利用する際
の支援や助言を行ったりするのがサービス内容である．
主な目的は利用者の「権利」を守ることである．このよ
うに社会福祉関係八法改正から社会福祉法改正へと続く
改革には，利用者の権利に視点が向けられ，それを守る
仕組みをいかに構築するかが一つの焦点となっているこ
とがわかる．この流れは 1997 年の介護保険法の成立に
よって，より明確にされ，社会福祉基礎構造改革期へと
繋がっていくのである．
2） 介護保険制度と成年後見制度による権利擁護の仕
組み
介護保険法の施行前は，高齢者への介護サービスは措
置制度という行政処分が中心となり提供されていた．サ
ービスの提供者と利用者は対等な関係とは言い難く，利
用者側の圧倒的に弱い立場が形成されていた．措置制度
のもとでは，福祉サービスは国からの慈恵的な色合いを
強く残していた．よってサービスに不服があろうとも利
用者はそれを口にするのは憚られていたと推測できる．
措置制度のもとでの社会福祉サービスの利用者につい
て，秋元は「サービスを利用する側がサービスを提供す
る側（行政）に依存し従属するという職権主義的な関係
性」であるとした（秋元　2010:31）．そのような関係性
の転換を図ったのが，措置制度から利用（契約）制度へ
と移行した介護保険制度である．サービスは利用者と提
供者が契約に基づいて提供され，両者の関係は平等であ
ることが前提となった．このように社会福祉基礎構造改
革によって，社会福祉サービスの利用者が権利の主体と
位置付けられることにより，それまで見過ごされてきた
権利侵害や，曖昧な権利保障を制度によって対応する流
れが生まれた．例えば介護保険制度は平等な関係性を実
現する具体的な手段として，苦情解決の仕組みの導入を
サービス提供者に課している．しかし，介護保険制度の
サービス利用者である要介護状態の高齢者にとって，提
供者へ苦情を申し立てるのは容易ではない．その要因に
ついて，介護保険サービスの苦情発生メカニズムを経験
的に分析した倉田康路は，受動的な立場に陥りやすい利
用者の関係性，申し立てにかかる多様で多大な負担を挙
げている（倉田　2013:44）．これは仕組みが導入されて
も現実的に機能していない困難性の現れである．対等な
関係性は理念上明記されているが，実現には多くの課題
を残しているともいえる．
成年後見制度は介護保険制度と同時期に民法の改正に
より新しく施行された．家庭裁判所から選任された成年
後見人等が認知症高齢者や知的障害者、精神障害者で判
断能力が不十分，または欠いている常態の人の財産管理
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や各種契約を代理して行うことのできる制度である．介
護保険が契約によるサービスの提供を基本としているこ
とから，代理権の付与を定めた成年後見制度は必然的に
必要となった．契約上の権利にはそれを実現させる義務
が生ずる．これは私人間における債権（権利）と債務（義
務）と表現されるが，福祉サービスも契約を前提としてい
るため，この関係性は当然成り立つ（若穂井　2009 :108）．
そのため両制度の関係は度々車の両輪と例えられる．先
述した地域福祉権利擁護事業よりも，監督機能を強化し，
また成年後見人等の権限の幅も拡大させた成年後見制度
であるが，権利を擁護するという目的は重なる部分であ
る．このように法的にも権利擁護システムが整備された
背景には，社会福祉基礎構造改革が大きな影響を及ぼし
ているといえる．それまで代弁や弁護，擁護などと訳さ
れてきたアドボカシーは，社会福祉基礎構造改革期から
「権利擁護」と訳されるのが一般的になった．つまりこ
の頃を契機として「権利擁護」という言葉が社会福祉分
野では頻繁に登場するようになり，ソーシャルワーク実
践の基盤として定着したのである．
以上見てきたように社会福祉基礎構造改革期では，社
会福祉の諸制度に利用者の権利を擁護する仕組みが取り
入れられてきたことがわかる．ただし権利擁護が実現で
きていないという問題，課題も多く存在している．本稿
はその課題の克服を論考の目的としていないので，その
点について論じるのは控える．戦後から社会福祉基礎構
造改革以前までは，権利は生存権を中心に語られてき
た．そしてその生存権は国民全般から障害者や高齢者な
ど，より限定的な対象をも含めた議論に拡大した．この
拡大は社会福祉の実践には福祉サービス利用者の権利擁
護が課せられていることを確認させた．社会福祉基礎構
造改革を経て，社会福祉が守るべき権利は生存権だけで
は表せなくなったといえる．杉野昭博は，障害者の権利
を 3 つの位相に分類している．すなわち生活保護基準へ
の要求から優生保護思想への批判をも含めた「生存権」，
健常者と同じように機会の均等を保障する「参加権」，
介護保険サービスなど，自らが選んで利用する「選択権」
である（杉野　1999:2）．これらの権利にアプローチす
る社会福祉の固有の視点とは何か，次項でこの点を検討
する．
4．権利の固有性への考察
社会福祉基礎構造改革期から社会福祉には「権利」を
擁護する使命が明らかにされたが，それでは社会福祉が
守るべき権利とは，一体何の権利であろうか．先述した
「生存権」，「参加権」，「選択権」は参考になると考えら
れるが，上記の権利では説明できない権利もまた存在す
る．例えば個人情報をコントロールする権利をプライバ
シー権と呼ぶが，何らかの障害や疾病のためにプライバ
シー権の侵害の恐れがある場合も社会福祉はその権利の
擁護に手を打たねばならない．このプライバシー権は憲
法上明記されておらず，いわば不文の権利としてその根
拠を憲法第 13 条から導いている．プライバシー権に関
していえば，過去の判例からそれが擁護されるべき権利
であることは確認できるが 8），社会福祉の実践の場では，
そもそも擁護される権利の基準とは何か，何の権利に当
たるのか明確に判断できる場合ばかりではない．
そこで「権利擁護」の文脈を見ていくことは，社会福
祉が捉える権利を明らかにする上で参考になる．社会福
祉領域での権利擁護概念を整理した寺田貴美代は，定義
上「社会保障との関連に基礎を置く定義」，「利用者の代
弁や自己決定の尊重に基礎をおく定義」，「アドボカシー
概念との関係性に基礎をおく定義」と 3 つに分類してい
る（寺田　2016:27-30）．この定義に従えば権利擁護の
概念は，利用者の利益や自由を制度として保障するもの
から，自己決定や自己選択の支援を通した自己実現の追
求や，利用者のエンパワメントの促進などと幅広い．ゆ
えに定義も統一されたものはなく多義的である．ただ，
社会福祉基礎構造改革期から権利擁護の概念には一定の
共通性も見られる．それは対象を「判断能力が不十分で
意思決定の表示が難しい人」としている点である．この
ような人々の権利を擁護することが定義上の共通項とし
て見られる．したがって社会福祉は，「判断能力が不十
分で意思決定の表示が難しい人」の権利を見なければな
らないと帰結できる．それではそのような人々のどのよ
うな権利を社会福祉は守らなければならないのであろう
か．ここで冒頭述べた道徳的権利を用いて考察を試みる
ことにする．
秋元によると，人権は憲法上に明記される法的権利と
なる前に「基本的重要性」が認められる必要があり，そ
れを持つと認められる場合は法的権利の母体をなすもの
と位置づけている（秋元　2010:146）．この母体として
認められる権利を法的権利の背景となる「道徳的権利」
であるとした．先述したプライバシー権も憲法上明記は
されていないから道徳的権利の一種とも考えられる．他
方，判例で認められているために明記はされていなくて
も法的権利とも言える．何れにしても法的権利として成
立していなければ，その権利をどのように証明するのか
は難しい問題である．ただし，法的権利として制度化さ
れていないからといって，擁護されないという論理に秋
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元は批判的である．特に社会福祉が擁護する権利には制
度化されていない道徳的権利を多く含むからである．例
えば寺田が示した「利用者の代弁や自己決定の尊重に基
礎をおく定義」に分類される権利を考えた場合，住みな
れた地域にある自宅で最後まで暮らしたいと願う認知症
高齢者が，その希望を表明できないため叶わなかったと
して，法律上の権利義務関係は明確ではないため裁判で
は争えない．しかし社会福祉は「自己決定の尊重」を価
値として，「代弁」することで擁護しようと試みる．よ
ってこの認知症高齢者の願いを実現する必要はないとい
う決定は下さない．このように社会福祉には制度化され
ていない権利に関しても擁護の範囲に入れるという意味
で，多様で広い視野を備えていなければならないと言え
る．秋元は上記のような制度化されていない権利は「誰
が」，「何を」なすのか特定された行為ではなく，権利の
充足が必要と認められた場合に適宜援助を行う「不完全
義務」として区別している．さらにこの「不完全義務」
について，法律や制度に明記されていなくても，事業指
針や福祉立法の理念規定を権利の根拠とする「緩やかな
ルール」を設定することで対応できるとしている（秋元　
2015:152）．この「緩やかなルール」の採用によって，
多様な権利を擁護しなくてはならない社会福祉の正当性
が説明できるのである．社会福祉が捉える権利には，ま
だ法律上明記されていない，「不完全義務」を伴った権
利が含まれているといえよう．存在はしているが，まだ
「発見されていない権利」とも言い換えることができる．
この「発見されていない権利」こそ社会福祉固有の権利
であり，それを見つけ，擁護する実践に独自性がある．
そもそも発見することができるのか，という疑問には，
戦後から社会福祉基礎構造改革期に至るまでに登場した
多様な権利をみれば自明であろう．つまり変化する社会
情勢によって守られるべき権利がその都度発見されてき
たということである．さらに言えば，社会福祉には未だ
発見されていない権利を見つける使命が課せられてい
る．なぜなら新しい資源や制度を創造するソーシャルア
クションがソーシャルワークの実践に含まれており，現
時点で何がないのかを見つける役割があるからである．
これは権利を捉える先進性と呼ぶことができる．
5．結論
本稿では社会福祉基礎構造改革期に語られた権利を見
ることで社会福祉が捉える権利の固有性を検証した．戦
後の権利を獲得する運動には，他の人権の基盤となる生
存権が確認できた．そして社会福祉基礎構造改革期には
生存権を含む広い概念の権利や，より個別的な権利が登
場した．また社会福祉関係諸制度には福祉サービス利用
者の権利擁護が多く規定されるに至った．何より社会福
祉は権利義務関係の明確ではない「不完全義務」に対す
る権利をもその対象としていることが明らかとなった．
この「不完全義務」を法制度に昇華させて「完全義務」
にするのではなく，「緩やかなルール」を採用して擁護
を試みる実践が社会福祉には求められる．この実践に必
要なのが，未だ「発見されていない権利」を見つける姿
勢であり，社会福祉が捉える権利の固有性である．重要
なのは，「発見されていない権利」を議題に上げること
のできる社会福祉の先進性である．この先進性を支える
のは，自己決定の尊重や、エンパワメントといった社会
福祉の価値に当たるものである．
本稿では主に社会福祉における権利について考察した
が，権利論についての考察は浅いと言わざるを得ない．
権利が発見されてきた歴史的な背景や，正義や公正とい
った権利を語る上で不可欠な概念についてのレビューが
不十分であった．また，いかにして擁護すべき権利を発
見するかという技術論への検討も必要である．以上は今
後の研究課題としたい．
註
1） 法テラスは全国 111 カ所に地方事務所，支部，出張
所，地域事務所が設置されている．
2） 平成 25 年 10 月現在における日本の弁護士人口（対
人口 10 万比）は 27.58 人であり，アメリカ（375.97
人），イギリス（243.33），ドイツ（202.05），フラン
ス（88.62）と比較しても少ないことがわかる（内
閣官房法曹養成制度改革推進室　2015:194）．
3） 公益社団法人日本社会福祉士会の倫理綱領，「倫理
基準　Ⅰ . 利用者に対する倫理責任　6.（利用者の
意思決定能力への対応）」の中で，「社会福祉士は，
意思決定能力の不十分な利用者に対して，常に最善
の方法を用いて利益と権利を擁護する（下線筆者）．」
（日本社会福祉士会　2005）と謳われている．
4） 日本国憲法第 28 条は労働者の権利として，団結権，
団体交渉権，団体行動権（争議権）のいわゆる労働
三権（労働基本権）を保障している．
5） 具体的には老人ホーム等の施設入所の生活費や公務
員の賃金が引き上げられた．
6） 特に有名なのは「一，われらは愛と正義を否定する」
で始まる一文であろう．ここで示された「愛と正義」
は健常者側が持つ障害者への差別意識を覆い隠す欺
瞞として表現されている．
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7） 社会福祉法はそれまでの社会福祉事業法が「社会福
祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改正す
る法律」によって改正されたものである． 
8） プライバシー権に関する判例には，「私生活をみだ
りに公開されない」権利が認められた「宴のあと事
件」，正当な理由なく「個人の容ぼう等を撮影され
ない」権利が認められた京都府学連事件などがあ
る．憲法上にプライバシー権を定めた条文はないが，
第13条を根拠に導かれている（木村　2011:62－3）．
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